
平成２２～令和４年度　債権管理委員会　決定事項

年 月 日 回 議　題 決　定　内　容

22 8 4 第１回
１　「債権管理計画」の決定及び公
　表について

①　「債権管理計画」決定とHPでの公表。

②　「債権管理条例」は、滞納整理業務マニュアルの
整備が完了し、債権回収にも一定の成果があがった段
階で、制定を検討する。

③　「市営住宅使用料」・「同共益費」は、当面は
「非強制徴収公債権」とする。

２　「債権徴収事案引受事務処理要
　領」について

　　滞納債権所管課から債権管理対策室への事案移管
にあたっての取り決め事項。

３　「債権管理対策室への事案移管
　等に係る様式」について

　　事案移管にあたっての各種様式。

11 26 第２回
１　「債権徴収事案引受事務処理要
　領」の改正について

　　換価の猶予を行うときの担保の明確化。債権管理
対策室の窓口応援体制の整備。

２　移管事案の仮決定について
　　23年1月移管事案の仮決定６８件。（実際移管件
数、保育料４０件・国保料１０件）

23 8 26 第１回
１　「債権管理計画」の改訂につい
　て

①　「債権管理計画」改訂。（管理債権数　２６　→
３４）

②　延滞金の起算日は、当初納入通知の納期限翌日。
延滞金のみでの差押実施。

③　24年度に介護保険料２０件・後期高齢者医療保険
料１０件を移管。

④　24年度からインターネット公売実施。（自動車・
不動産の差押）

２　「債権徴収事案引受事務処理要
　領」の改正について

　　24年度移管総件数８０件。自動車占有時及び不動
産鑑定時の立会人設定。

11 25 第２回１　移管事案採点表について 　　移管事案採点表の改善。

２　「滞納整理業務マニュアル（強
　制徴収債権編）」について

①　「債権管理基本方針」決定。法令遵守、公平性、
数値目標、進行管理、情報公開。

②　「預貯金口座差押の取扱方針」決定。子ども手当
が原資の場合は差押しないなど。

③　進行管理の徹底。効果的な納付折衝。.

24 4 20 第１回１　移管事案の仮決定について

　　24年5月移管事案の仮決定１００件（実際移管件
数、保育料４７件、国保料１０件、介護保険料２０
件、後期保険料３件、保育料再移管３件、合計８３
件）

24 8 24 第２回
１　督促手数料及び延滞金等収納の
　拡大

①　原則として全ての滞納公債権で24年度内に督促手
数料と延滞金の徴収を開始。

②　市営住宅使用料、同共益費、生活保護費返納金等
及びし尿処理手数料については、所管課において25年
7月までに方針決定、8月の委員会に諮る。

２　年金の差押について
　　原則として、年金担保貸付中の年金差押は行わ
ず、担保明けの時期に差押する。

３　「債権徴収事案引受事務処理要
　領」の改正について

①　25年度移管件数を、保育料３０件、国保料１５
件、介護保険料２０件、後期保険料５件、下水道事業
負担金５件、さらに下水道使用料１０件（条件が整え
ば）。

②　幼稚園保育料１件について、２５年度に学校教育
課と共同で法的措置を行う。

４　「債権管理計画」の改訂につい
　て

①　「債権管理計画」改訂。（管理債権数　３４　→
３５）

②　「滞納整理における進行管理」として、係会、管
理職ヒアリング等を実施。

③　強制徴収債権、主要債権の収納率及び差押件数の
目標値を設定。



年 月 日 回 議　題 決　定　内　容

24 11 27 第３回
１　「債権徴収事案引受事務処理要
　領」の改正について

①　滞納者高額リストを作成し、移管対象から除外す
る場合は理由を明記する。

②　移管事案採点表の統一化。

２　「保証人対応マニュアル」につ
　いて

　　保証人を取る際の注意点、取った後の対応方法に
ついて解説。

３　「債権管理事務処理要領」の制
　定について

①　土地建物貸付料ほか８債権を重点滞納債権として
指定。

②　対策室職員は債権所管課の兼務発令を受け、重点
滞納債権のヒアリング開始。

４　債権管理条例制定に向けた今後
　の各課対応について

①　非強制徴収債権所管課で、債権放棄事案の精査、
必要に応じて時効中断措置。

②　25年8月の委員会で債権管理条例制定スケジュー
ルを決定予定。

25 4 21 第１回１　移管事案の仮決定について
　２５年５月移管事案の仮決定82件（実際移管件数、
保育料30件、国保料18件、介護保険料24件、後期保険
料2件、下水負担７件　合計81件）

25 8 26 第２回
１　市営住宅使用料及び同共益費の
　債権区分の変更について

①　平成２６年４月から公債権から私債権に変更

②　平成２６年３月までの延滞金については徴収しな
い

③　共益費の督促を４月に発付し、督促手数料の徴取
を行う

２　督促手数料及び延滞金の収納に
　ついて

　未整備であった生活保護費返納金等及びし尿処理手
数料の督促手数料、延滞金は２６年４月を目途に徴収
事務を開始する。

３　「債権徴収事案引受事務処理要
　領」の改訂について

　平成２６年度移管引受件数は、総数４０件とし、後
期保険料及び下水負担金は必要に応じて行う。

４　平成２６年度非強制徴収債権の
　共同処理について

　重点滞納債権のうち、各債権2～3件を共同法的措置
を行う。

５　「新居浜市債権管理計画」の改
　訂について

①　債権管理計画改訂　決算数値置換、取組実績と実
施計画

②　滞納処分の執行停止、徴収停止、債権放棄の検討

25 11 25 第３回
１　平成２６年度の共同法的手続き
　について

　重点滞納債権中から、土地建物貸付金、生活保護費
返納金返還金徴収金、児童扶養手当返還金、住宅新築
資金等貸付金、市営住宅使用料、市営住宅共益費、診
療報酬返還金（一般）の４部６課の７債権とする。

２　共同法的措置に向けたスケ
　ジュール

　平成２６年度の債権管理委員会で、共同法的措置す
る事案を審議し、実施する。

３　債権の放棄について
　債権放棄基本方針に沿った滞納整理を行った上、債
権管理委員会の審議を経て慎重に行うこととし、専決
額の上限なしとする。

４　その他
平成２８年度以降の債権管理組織等を決定するため、
引続き協議を行う。

26 4 21 第１回１　移管事案の仮決定について
　２６年５月移管事案の仮決定４１件（実際移管件
数、保育料10件、国保料10件、介護保険料11件（うち
再移管1件）、下水道使用料10件　合計41件）

26 8 25 第2回
１　「債権徴収事案引受事務処理要
　領」の改正について

　平成２７年度移管引受件数は、総数４０件とし、後
期保険料及び下水負担金は必要に応じて行う。

２　債権放棄要件（案）について
　平成２７年度上程を目指している、債権放棄に関す
る議案、及び債権管理条例での債権放棄を行う場合の
要件６つを決定。

３　「新居浜市債権管理計画」の改
　訂について

①　債権種別の整理、一覧表の作成

②　個人情報の保護・共有

③　債権管理体制の検討

④　決算数値及び目標数値の改訂

４　組織機構について
　債権管理対策室解散後の組織と両案のメリット・デ
メリット



年 月 日 回 議　題 決　定　内　容

26 11 25 第3回 １　債権の放棄について
　債権放棄事案のヒアリング結果について報告。債権
放棄及び債権管理条例関係のスケジュールを確認。

２　債権管理条例について 　債権管理条例素案の説明。

27 4 21 第１回１　移管事案の仮決定について

　平成２７年５月移管事案の仮決定４０件（実際移管
件数、国保料１５件、介護保険料１７件（うち再移管
１件）、保育料４件、下水道使用料４件、合計４０
件）

２　債権放棄事案の承認
　６債権合計約１４００万円の債権放棄について確
認。実際の債権放棄は条例施行後。

（老人短期保護費納付金（介護福祉課）、診療報酬返
還金（一般・退職）（国保課）

　水洗便所改造資金融資返還金（下水道管理課）、奨
学資金貸付基金貸付金　（学校教育課）、水道料金
（水道総務課））

３　債権管理条例（骨子）の承認
　債権管理条例骨子について承認。債権放棄について
は、市長決裁により債権放棄後市議会に対して、債権
毎の総件数、金額等を報告することとする。

27 8 25 第２回
１　「新居浜市債権管理計画」の策
　定について

①決算数値・目標数値の改訂

②新規債権の賦課根拠等追加

２　組織機構の見直しについて

　債権管理対策室からの提案として、「債権管理対策
室」を「債権管理課」へ改名し、引き続き、全庁の債
権を管理する組織を存続させる内容で、提案すること
を確認。

28 1 28 第３回
１　債権放棄に関する事務処理につ
　いて

①債権放棄に関する事務処理要領の制定

②債権放棄の市長決裁前に市議会の各会派へ説明実施

２　対策室での滞納事案引受・共同
　処理方針について

①滞納事案引受及び共同処理に関する事務処理要領の
制定

②強制徴収債権は、公売事案について対策室で移管引
受を行う

③非強制徴取債権は、法的措置が必要な事案について
対策室と共同して対応する

３　債権管理委員会設置要綱の改正
　について

①所掌事務に「債権の放棄に関すること」を追加

②検討部会を「強制徴収債権部会」と「非強制徴収債
権部会」に分離

28 7 22 第1回 １　重点滞納債権の指定について
非強制徴収公債権及び私債権の滞納額上位10債権から
指定（但し、水道料金及び診療報酬返還金を除く）

２　新居浜市債権管理計画の策定に
　ついて

決算数値・目標数値の改訂

３　債権放棄予定事案の承認につい
　て

介護福祉課：老人短期保護費納付金　1件

国保課：診療報酬返還金　125件

下水道管理課：水洗便所改造資金融資返還金　2件

学校教育課：入学準備金貸付基金貸付金　2件

水道総務課：水道料金　1090件（不納欠損済簿外管理
分）

４　債権放棄の議会報告様式につい
　て

債権放棄後の議会への報告様式の変更



年 月 日 回 議　題 決　定　内　容

29 1 16 第2回 １　債権の放棄について ①債権放棄予定事案の承認について

　　国保課：診療報酬返還金　3件

　　人権擁護課：住宅新築資金等貸付金　1件

　　水道総務課：水道料金　271件（不納欠損予定分
の債権放棄）

②債権放棄に係る今後の事務手続きについて

29 8 18 第1回
１　新居浜市債権管理計画の策定に
　ついて

①決算数値・目標数値の改訂

②次年度以降の債権管理事務執行体制の検討

２　滞納処分の停止に係る一般的基
　準の作成について

　滞納整理を進めるも回収不能な事案も存在し、その
まま不納欠損していると、職務怠慢と受け取られかね
ない。

滞納処分の停止を行うための一般的基準を作成し、各
債権の性質・特性を加味して実際の運用基準を各課で
作成する。

30 1 11 第2回 １　債権の放棄について ①債権放棄予定事案の承認について

　　管財課：土地建物貸付料　1件

　　国保課：診療報酬返還金　2件

　　人権擁護課：住宅新築資金等貸付金　1件

　　水道総務課：水道料金　288件

②債権放棄に係る今後の事務手続きについて

30 8 8 第1回
１　新居浜市債権管理計画の策定に
　ついて

①決算数値・目標数値の改訂

②債権担当者ワーキングチームの設置及び運営

③改正民法への対応

31 1 15 第2回 １　債権の放棄について ①債権放棄予定事案の承認について

　　国保課：診療報酬返還金　2件

　　人権擁護課：住宅新築資金等貸付金　2件

　　水道総務課：水道料金　1174件

　　水道総務課：水道料金　288件

②債権放棄に係る今後の事務手続きについて

R1 8 9 第1回
１　新居浜市債権管理計画の策定に
　ついて

決算数値・目標数値の改訂

R2 1 16 第2回 １　債権放棄について ①債権放棄予定事案の承認について

　　管財課：土地建物貸付料　1件（1人）

　　人権擁護課：住宅新築資金等貸付金　1件（1人）

　　水道総務課：水道料金　612件（135人）

②債権放棄に係る今後の事務手続きについて



年 月 日 回 議　題 決　定　内　容

R2 8 26 第1回
１　新居浜市債権管理計画の策定に
　ついて

①決算数値・目標数値の改訂

２　これからの債権管理体制につい
　て

　債権管理課からの提案として、債権所管課の債権管
理に係る事務の適正化・標準化を進め、「収納責任は
原課にある。」という原則に立ち返り、令和4年度に
向けて効果・効率的な組織のあり方を検討し、令和3
年度計画で示すことを確認。

R3 1 19 第2回 １　債権の放棄について ①債権放棄予定事案の承認について

　　人権擁護課：住宅新築資金等貸付金　2件（1人）

　　水道総務課：水道料金　581件（128人）

②債権放棄に係る今後の事務手続きについて

２　令和４年度以降の債権管理体制
　の見直しに向けて

R3 8 12 第1回
1　令和３年度新居浜市債権管理計
　画の策定について

①全体的公正の見直し
②決算数値・目標数値の変更
③重点滞納債権に係る指定の取消し
④新居浜市債権管理条例の一部改正案（12月又は2月
　議会上程）

R4 1 18 第2回 １　債権の放棄について ①債権放棄予定事案の承認
建築住宅課：市営住宅家賃及び共益費　3件（2人）
企業総務課：水道料金　519件（124人）

２　令和４年度の債権管理体制につ
　いて

①債権管理課が収税課に統合されることになった（全
庁的組織見直しの中で）。所管していた事務は、原則
継続することとし、債権所管課の状況に応じて縮小し
ていくこととなった。

３　その他 債権管理計画の計画期間を３年間とする

①全体的公正の見直し
R4 8 18 第1回 ②決算数値・目標数値の変更

③複数年を計画年度とする債権管理計画に変更
④債権管理実施計画書による目標管理を記載

R5 1 24 第2回 １　債権の放棄について ①債権放棄予定事案の承認
管財課：土地建物貸付料　15件（1人）
子育て支援課：ひとり親家庭医療費返還金　2件（1人）

企画経営課：水道料金　　361件（105人）

①債権管理における事務適正化取組結果とその対応
②滞納整理業務マニュアル（非強制徴収債権編）の
策定
　「収納責任は原課にある。」という原則に立ち返
り、R4年度に向けて組織の見直しを進めることが承認
され、債権管理課縮小後の受け皿組織について検討を
進め、次回委員会で提案することを確認した。

１　新居浜市債権管理計画（令和４
　年度から令和６年度）の策定につ
　いて

２　新居浜市債権放棄に係る事務処
 理要領の改正について

①債権放棄検討調査書を債権放棄対象者一覧表に代え
ることのできる基準を債権放棄対象者数が１００人以
上としていたものを債権放棄対象者の放棄金額が１０
万円以下に変更


